














































































































ては，第 6 章第 1 節で 7 ページにわたって展開されている。「防衛力の在














































































第 1 章第 1 節は「テロとの闘い」で始まっている。アフガニスタンおよ
びイラクでの戦争を続けるアメリカを正当化する論理である。



































を表す「First Line of Defense」，文字通り「防衛の第一線」の意味である。

















































第 3 章　 新たな脅威や多様な事態への実効的な対応と本格的な侵略事態
への備え
　第 1 節　新たな脅威や多様な事態への実効的な対応



































で14の区画に 8 個師団と 6 個旅団を配置するとしていたが，今回は「中央
即応集団」の新設が注目される。ただし，定員は16万人から15万 5 千人へ
と縮小され，合わせて戦車や火砲などの主要正面装備も概ね 3 分の 2 に縮
小されることとなった（p. 99-101）。



































































































































































































































制の確保，⑤節度ある防衛力の整備―の 5 点である（p. 94, 149）。ただ



















































































































く 4 つの節から成っている。第 1 節は「防衛省改革会議」についてである。



















































してこの年 4 月のミサイルはテポドン 2 またはその派生型と見られており，
このテポドン 2 型は射程が約6000キロとすれば，グアムのみならずアラス




































































































る。こうなれば当然，続く第 2 節「憲法と自衛権」も同様である。第 2 節










































































































































的な協議が進められること」になり，2010年 5 月の「 2 ＋ 2 」共同発表で
は「日米同盟を21世紀の新たな課題にふさわしいものとすることができる
よう幅広い分野における安全保障協力を推進し，深化させていくとの決意
が示され」，同年11月の首脳会談でも「日米同盟を，安全保障，経済，文
化・人材交流の三本柱を中心に，深化・発展させることとした」といった
具合である（p. 294-296）。
要するに，民主党政権の「日米同盟の深化」とは，自民党政権の「日米
安全保障体制の強化」と何ら変わるものではない，ということなのであろ
う。
38．2012年版
この白書刊行時の防衛大臣は森本敏である。こうなると，何の変化も期
待しようがない。全482ページ，資料は80点，構成は以下の通り（細目は
省略）。
第Ⅰ部　わが国を取り巻く安全保障環境
　概観
　第 1 章　諸外国の防衛政策など
防衛白書の変遷
83
　第 2 章　国際社会の課題
第Ⅱ部　わが国の防衛政策の基本と動的防衛力
　第 1 章　わが国の安全保障と防衛の基本的考え方
　第 2 章　防衛大綱
　第 3 章　動的防衛力の構築に向けて
第Ⅲ部　わが国の防衛に関する諸施策
　第 1 章　自衛隊の運用
　第 2 章　日米安全保障体制の強化
　　第 1 節　日米安全保障体制の概要
　　第 2 節　日米同盟の深化・拡大　
　　第 3 節　在日米軍の駐留に関する諸施策
　第 3 章　国際社会における多層的な安全保障協力
　第 4 章　国民と防衛省・自衛隊
2011年12月，野田佳彦内閣は，武器輸出三原則の緩和を発表した。「防
衛装備品等の海外移転に関する基準」という内閣官房長官談話である。こ
れについて，白書は次のように述べている（p. 160）。
この基準は，防衛装備品などの海外への移転について，①平和貢献・
国際協力に伴う案件と②わが国の安全保障に資する防衛装備品などの国
際共同開発・生産に関する案件については，従来個別に行ってきた武器
輸出三原則等の例外化措置における考え方を踏まえ，包括的に例外化措
置を講じるものである。
その際には，わが国政府と相手国政府との間で取り決める枠組におい
て，わが国の事前同意なく，目的外使用や第三国移転がないことが担保
されるなど厳格な管理が行われることが前提となる。
なお，武器輸出三原則等については，国際紛争などを助長することを
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回避するという平和国家としての基本理念に基づくものと認識しており，
政府として，この基本理念は引き続き堅持していく方針である。
さて，こうなると，「平和国家」とは何を意味するのか，再考が求めら
れよう。この年の白書では「平和国家」は次のように登場する（p. 107）。
わが国は，第二次世界大戦後，再び戦争の惨禍を繰り返すことのない
よう決意し，平和国家の建設を目指して努力を重ねてきた。恒久の平和
は，日本国民の念願である。この平和主義の理想を掲げる日本国憲法は，
第 9 条に戦争放棄，戦力不保持，交戦権の否認に関する規定を置いてい
る。
このほかにも「国際紛争などを助長することを回避するという平和国家
としての基本理念」というかたちで何度か登場する。原則からの逸脱はや
がて加速し，ついには原則から離脱し，そしてその基盤たる理念の融解へ
と進むのであろうか。
小　括
この時期の白書として最も注目したい点として，2006年版から日米安保
体制の「強化」が白書で打ち出されるようになったことがある。それは
2009年に成立した民主党政権下でもそれは変わらなかった。民主党政権は
日米同盟の「深化」を打ち出したが，中身は自民党時代と変わらぬ追随型
の「強化」であった。戦後日本が目指してきた「平和国家」は変質を始め
た，あるいは変質を加速し始めたといえるであろう。ともあれ，民主党政
権下の白書は2012年度で終わりである。次年度からは政権に返り咲いた自
民党政権下の白書に戻ることになる。
